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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成３０年５月２２日（平成３０年（行個）諮問第９１号） 

答申日：平成３１年３月６日（平成３０年度（行個）答申第１９５号） 

事件名：本人に係る人権侵犯事件記録の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   別紙１に掲げる文書１ないし文書１０５（以下，順に「文書１」ないし

「文書１０５」という。）に記録された保有個人情報（以下，併せて「本

件対象保有個人情報」という。）につき，その一部を不開示とした決定に

ついては，別紙２に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年２月２７

日付け庶第１１２号により特定法務局長（以下「処分庁」という。）が

行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消し

を求める。 

 ２ 審査請求の理由 

（１）本件の事案では，特定法務局の人権侵犯事件（開示請求者が申し立て

た，特定年月日を開始日とする人権侵犯申立てに係る人権侵犯事件を指

す。以下「本件人権侵犯事件」という。）の処理の過程において，処理

の状況が本人に十分告知されず，照会をした本人に対して，結論が出る

まで待つこと，また，いつ結論が出るかは答えられない旨を繰り返し対

応されていた上に，措置の終了までに１年以上も時間がかかってしまい，

その間に複数のサイトに転載されたために被害を拡大するという事態を

も生じた。 

（２）以上の事態に至る経過を解明するために開示請求を行った。 

（３）決裁日の日付や起案日，処理方針，参考事項などの情報の非公開は，

遅延の事態の経過の解明を阻害することから，不適切である。処理方針

は，類似案件が毎年二千件程度にのぼっていることに鑑みると，マニュ

アル化された一定の基準に従って運用されているものと考えられるとこ

ろ，当該基準を非公開とすることは適切ではないから，処理方針は開示

することが妥当と考えられる。 

（４）メールアドレスや電話番号については，いずれも行政機関のものであ

るから，非公開にすることは適切ではないものと思われる。メールアド
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レスの情報を外部の者が知り得た場合には，外部の者はそのメールアド

レスに対してメールを送付することは可能であるが，それ以上のことは

出来ないから，事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとまでは

言えない。なりすましチェックなどは，日頃の職務において励行される

べきことで，メールアドレスの秘匿というのは問題解決の方法として失

当である。電話番号は，電話をかける事はできるが，業務として刑法上，

適正な活動が保護されているものであること，迷惑電話をシャットアウ

トする事もできるなど，措置が取れる事からすると，支障を及ぼすおそ

れがあるとまでは言えない。 

（５）ＵＲＬはアドレスであるが（当審査会注：ＵＲＬは，利用者の求めに

応じてインターネット上のウェブサイトを検索し，識別するための符号

である。），通常ファイアウォールなどを設置して外部からの不正なア

クセスをシャットアウトするものであること，アドレス内にパスワード

情報を含む場合やアドレスのみで認証を行う場合など極めて特殊な場合

を除き，不正なアクセスの危険性を高めることはなく，情報の改ざんや

なりすましメールの送信が行われるおそれがあるとまでは言えない。 

（６）対象者（下記第３の４（４）の要請対象者を指す。以下同じ。）は，

法務局からの問合せに対して見解を示す権利があり，その見解を表に示

さない権利があるとまでは言えない。そもそも，対象者は，インターネ

ットの電気通信設備を管理する者であり，発信者自体ではないし，本件

で顕著であるのは，対象者自体は特定されていないと考える余地もある。

法務局は，「対象者が開示された場合の影響等を考慮するあまり，措置

に伴う率直な意見交換をちゅうちょする」などと主張しているけれども，

特定することができない匿名にすぎない者が法務局に対して示した見解

について，当該見解が開示されることをもって，匿名者そのものへの影

響というのはほとんどない（法人としては特定されていると見る余地は

あるが，法人はプライバシー権の客体には当たらない）のであり，非公

開とするまでの正当な理由が存するとは言えない。 

また，「措置そのものに応じることも拒否するようになり，ひいては

事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある」と主張するが，そもそ

も，本件では，措置に応じなかったし，措置に応じなかった管理者自体

が，事務の適正な遂行に支障をもたらす行動を取ったことが自明である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 審査請求人の審査請求に係る処分について 

審査請求人から開示請求のあった保有個人情報の名称は，「人権侵犯に

ついての手続に関する文書の一切。（インターネットに係る事案に関連す

る二件。特定ウェブサイトＡ及び特定ウェブサイトＢに係るもの。）（特

定法務局人権擁護部宛てに申告したもの。）特定年Ａに申告をして特定年
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Ｂになってから結果が通知されたもの。」である。 

処分庁は，下記４の理由により，平成３０年２月２７日，保有個人情報

の部分開示決定（原処分）をし，同日付け庶第１１２号「保有個人情報の

開示をする旨の決定について（通知）」で審査請求人に通知した。 

２ 「人権侵犯事件記録」に編てつされる書類及びその記録内容について 

人権侵犯事件とは，国民に保障されている基本的人権が侵害された疑い

のある事件をいい，法務省の人権擁護機関がこの人権侵犯事件について行

う調査・処理の目的は，人権侵犯の疑いのある事案について，侵犯事実の

有無を確かめ，その結果に基づき，相手方や関係者に対し人権尊重の意識

を喚起して，当事者の自発的意思による自主的な侵害行為の停止，侵害状

態の排除，被害の回復及び侵害の再発防止等を促すことである。 

人権侵犯事件記録に編てつされる書類は，事件関係者から事情聴取した

際の聴取報告書，事件の関係者から提出のあった資料，事件処理について

の局内の決裁文書，及び救済手続に関する書類などである。これらの書類

には，事件の概要，事件関係者の住所・氏名・職業・年齢，事件関係者か

ら聴取した供述内容，局内における事件についての検討状況等が記録され

ている。 

３ 審査請求の趣旨について 

審査請求人は，処分庁が行った原処分を取り消し，全部開示とする決定

を求めていると解される。 

４ 部分開示を行った理由について 

  （１）審査請求の対象である本件人権侵犯事件の調査記録一式（以下「本件

人権侵犯事件記録」という。）の中には，本件人権侵犯事件の調査・処

理に関する職員（特定法務局職員を指す。以下同じ。）間の協議・検討

の内容に係る情報が含まれている。 

       人権侵犯事件の処理に当たっては，証拠の評価，関係者の対応や事件

に対する姿勢など様々な事情を総合的に判断して，どのような措置が自

主的な紛争の解決に最適かを判断する必要がある。職員間での忌たんの

ない意見が事件関係者に開示されることになると，事件についての心証，

供述の信用性への疑問，当事者の対応についての問題点などの意見をめ

ぐって関係者から反発を招いたり，事件当事者間の関係を悪化させるこ

ともあり得る。 

       また，人権侵犯事件に関する法務省の人権擁護機関の措置には強制力

がなく，当事者の自発的意思による自主的な侵害行為の停止，侵害状態

の排除，被害の回復及び侵害の再発防止等を促すものであることから，

自主的な紛争の解決を図るためには，人権擁護機関の判断を説得的に説

明し，当事者の理解を得るようにする必要がある。しかしながら，内部

での様々な意見が当事者に開示されると，このような制度自体の目的を
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達成することができなくなるおそれがあることから，職員が，自己の意

見に対する事件関係者の反応を意識し，率直な意見を述べたり，それを

記録することをちゅうちょする等して事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがある。 

       したがって，これらの情報は法１４条７号柱書きの不開示情報に該当

する。 

  （２）本件人権侵犯事件記録の中には，法務局に設置されている専用端末に

関するＵＲＬが含まれている。 

同ＵＲＬは一般には公開されておらず，これが開示されることになれ

ば，外部からの不正なアクセスの危険が高まり，情報の改ざんやなりす

ましメールの送信等が行われるおそれがあるなど，事務の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあることから，これらの情報は，法１４条７号柱

書きの不開示情報に該当する。 

（３）本件人権侵犯事件記録の中には，法務省及び法務局に設置されており，

いずれも一般には公開されていない直通電話番号やメールアドレスなど

が含まれている。 

これらの通信手段は，法務省及び法務局において，職員，関係機関そ

の他の関係者との間での連絡に用いているために設置しているものであ

り，これらの情報が開示されることとなれば，外部の者がこれらをみだ

りに利用するおそれがあるなど，事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあることから，法１４条７号柱書きに該当する。 

（４）本件人権侵犯事件記録の中には，当機関（法務局を指す。以下同

じ。）が，インターネット上の人権侵害に係る情報の削除を要請した

際の要請先（以下「要請対象者」という。）とのやり取りの内容に関

する情報が含まれているところ，要請対象者は，本件人権侵犯事件の

直接の相手方ではない。 

当機関が講じる人権侵害の救済のための措置には強制力がなく，要

請対象者の任意の協力や応諾を得なければ，被害の救済が困難である

ところ，措置に先立ち，当機関が，要請対象者に対して，侵害行為の

違法性等に関して説明をするなどのやり取りをする場合がある。 

このような要請対象者とのやり取りが外部に明らかにされた場合，要

請対象者は，人権侵害の当事者からその意思決定過程に対する批判や反

発を受けることをおそれ，当機関に任意に協力すること，措置に応じる

ことを拒否するおそれがあり，当機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがある。 

したがって，本件不開示部分は，法１４条７号柱書きの不開示情報に

該当する。 

５ その他 
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審査請求の対象となっている本件人権侵犯事件記録のうち，不開示情報

に該当する部分及び不開示理由のいずれに該当するかについては，別紙１

のとおりである。 

別紙１中，「不開示理由」欄の（１）ないし（４）は，不開示理由が

上記４の（１）ないし（４）のいずれに当たるかを示している。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年５月２２日   諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年６月４日       審議 

④ 同年１１月３０日     本件対象保有個人情報の見分及び審議 

⑤ 平成３１年２月４日    審議 

⑥ 同月１５日        審議 

⑦ 同年３月４日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件開示請求は，「特定年月日を開始日とする，開示請求者に係る人権

侵犯事件記録一式」に記録された保有個人情報の開示を求めるものである

ところ，処分庁は，本件対象保有個人情報を特定した上で，別紙１のとお

り，そのうちの文書１，文書５ないし文書７，文書９，文書１１，文書１

３，文書１４，文書１８，文書２１，文書２３ないし文書２５，文書２９

ないし文書３２，文書３６ないし文書３９，文書４３ないし文書４６，文

書５０ないし文書５３，文書５７ないし文書６０，文書６４ないし文書６

７，文書７１ないし文書７４，文書７７，文書８０，文書８３，文書８６，

文書９１，文書９５，文書１０４及び文書１０５に記録された保有個人情

報についてはその全部を開示したが，文書２ないし文書４，文書８，文書

１０，文書１２，文書１５ないし文書１７，文書１９，文書２０，文書２

２，文書２６ないし文書２８，文書３３ないし文書３５，文書４０ないし

文書４２，文書４７ないし文書４９，文書５４ないし文書５６，文書６１

ないし文書６３，文書６８ないし文書７０，文書７５，文書７６，文書７

８，文書７９，文書８１，文書８２，文書８４，文書８５，文書８７ない

し文書９０，文書９２ないし文書９４及び文書９６ないし文書１０３に記

録された保有個人情報については，その全部又は一部（不開示部分は別紙

１の「不開示部分」欄のとおり。以下「本件不開示部分」という。）が法

１４条７号柱書きの不開示情報に該当するとして，当該部分を不開示とす

る原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているが，諮問庁は，

原処分を妥当としていることから，以下，本件対象保有個人情報の見分結
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果を踏まえ，本件不開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）本件対象保有個人情報が記録された文書について 

   本件対象保有個人情報が記録された文書は，本件人権侵犯事件記録で

あって，別紙１のとおり，本件人権侵犯事件に係る人権侵犯事件記録表

紙（文書１）を先頭に，決裁文書（文書２，文書３等），特別事件開始

及び調査結果報告書（文書４），人権相談票（文書５等）等から構成さ

れていて，審査請求人を被害者とし，特定年月日を開始日とする人権侵

犯事件の処理に関する一連の文書であると認められる。 

（２）人権侵犯事件の調査・処理に関する職員間の協議・検討の内容に係る

情報が含まれている部分について 

ア 諮問庁の説明の要旨 

  本件不開示部分のうち，①文書２及び文書１６の「決裁」欄下部の

手書き記載部分の一部，「起案日」欄の記載内容部分の全部及び「決

裁・供覧」欄の手書き記載部分の全部，②文書３の全部，③文書４の

「処理方針」欄の記載内容部分の全部，「理由」欄の記載内容部分の

全部及び通し番号１０の「参考事項」欄の記載内容部分の全部，④文

書１０の「決裁」欄の一部，件名の一部及びメール本文の一部，⑤文

書１２の「決裁」欄の隣の手書き記載部分及び本文の全部，⑥文書１

５の全部，⑦文書１７の全部，⑧文書１９，文書２７，文書３４，文

書４１，文書４８，文書５５，文書６２及び文書６９の本文の全部，

⑨文書２０，文書２８，文書３５，文書４２，文書４９，文書５６，

文書６３及び文書７０の「１１ その他の参考事項」及び「１２ 処

理意見」の各欄の記載内容部分の全部，⑩文書２２の全部，⑪文書２

６，文書３３，文書４０，文書４７，文書５４，文書６１，文書６８

及び文書７５の担当官意見の全部，⑫文書７６，文書１０２及び文書

１０３の「件名」欄の記載内容部分の全部及びメール本文の一部，⑬

文書９８の本文の一部及び本文下部の手書き記載部分並びに⑭文書１

０１の「課処理意見」欄の記載内容部分の全部に記録された保有個人

情報に係る不開示部分には，本件人権侵犯事件の調査・処理に関する

職員間の協議・検討の内容に係る情報が含まれているところ，当該情

報は，上記第３の４（１）のとおり，法１４条７号柱書きの不開示情

報に該当する。 

イ 検討 

（ア）上記アの各文書に記録された保有個人情報に係る不開示部分のう

ち，別紙２に掲げる部分を除く部分には，特定法務局内部における

本件人権侵犯事件の取扱いや処理に係る電子決裁の起案日を始め，

当該電子決裁の過程で作成された文書，担当職員の具体的な処理意



 
 

 7 

見や評価又は心証等の内容，法務省と特定法務局がやり取りしたメ

ールの件名，本文の一部又は全部，添付ファイルの名称などの本件

人権侵犯事件の調査・処理に関する職員間の内部的な協議・検討の

内容に係る情報や，その検討等の過程を推測させる情報が記載され

ていると認められる。 

人権侵犯事件の調査事務は，様々な領域における幅広い事象を扱

うものであり，また，その内容も機微にわたるものが多い上，その

事実関係の調査や解決のための措置として任意的手段しか有しない

こと等に照らせば，人権侵犯事件の調査事務に適切に対応するため

には，特定法務局内部において忌たんのない意見交換を行い，十分

な検討を行う機会が確保される必要があるものと認められる。 

かかる必要性に鑑みれば，当該不開示部分（別紙２に掲げる部分

を除く部分）が開示されることになると，職員が，今後の人権侵犯

事件一般に係る事案の検討に際し，その内容が開示された場合の影

響等を憂慮する余り，十分な検討や率直な意見を述べることを差し

控えるなどし，自由かっ達な意見交換が行われなくなり，ひいては

国の機関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあることは否定できないことから，当該不開示部分は，法１４

条７号柱書きに該当すると認められる。 

（イ）ただし，別紙２に掲げる文書１５の通し番号８８及び通し番号８

９の不開示部分については，人権侵犯事件に係る処理結果を通知す

る際の文書の雛形にすぎず，本件人権侵犯事件の調査・処理に関す

る職員間の内部的な協議・検討の内容に係る情報や，その検討等の

過程を推測させる情報が記載されているとはいえず，これらの情報

を開示したとしても，職員が，十分な検討や率直な意見を述べるこ

とを差し控えるなどし，自由かっ達な意見交換が行われなくなるな

ど，国の機関が行う人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるとは認められないことから，法１４条７号柱書きに該

当しない。 

（３）特定法務局に設置されている専用端末に関するＵＲＬ，法務省の直通

電話番号並びに法務省及び特定法務局のメールアドレスについて 

ア 諮問庁の説明の要旨 

（ア）本件不開示部分のうち，文書１０，文書７６，文書７８，文書７

９，文書８１，文書８２，文書８４，文書８５，文書８７ないし文

書９０，文書９２ないし文書９４，文書９７，文書１０２及び文書

１０３に記録された保有個人情報に係る不開示部分には，特定法務

局に設置されている専用端末に関するＵＲＬが記載されており，こ

れは，一般には公開されていないものであるところ，当該情報は，
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上記第３の４（２）のとおり，法１４条７号柱書きに該当する。 

（イ）本件不開示部分のうち，文書８，文書１０，文書７８，文書８１，

文書８４，文書８７，文書８８，文書９２ないし文書９４，文書９

６，文書９７，文書９９，文書１００及び文書１０３に記録された

保有個人情報に係る不開示部分には，法務省の直通電話番号並びに

法務省及び特定法務局のメールアドレスが記載されており，これら

は，法務省職員，関係機関その他の関係者との間での連絡に用いて

いる非公開のものであるところ，当該情報は，上記第３の４（３）

のとおり，法１４条７号柱書きに該当する。 

イ 検討 

上記ア（ア）の各文書は，本件人権侵犯事件に関し，法務省と特定

法務局との間で送受信されたメール文書及びインターネット人権相談

メール回答文書であって，当該文書に記録された保有個人情報に係る

不開示部分には，特定法務局に設置されている専用端末に関するＵＲ

Ｌの一部とみられる情報が記載されていると認められる。 

また，上記ア（イ）の各文書に記録された保有個人情報に係る不開

示部分には，法務省の直通電話番号並びに法務省及び特定法務局のメ

ールアドレスが記載されていると認められる。 

当該ＵＲＬが一般には公開されておらず，また，当該電話番号及び

メールアドレスが，法務省及び特定法務局において職員，関係機関そ

の他の関係者との間での連絡に用いている非公開のものである旨の諮

問庁の説明を覆すに足りる事情はない。そうすると，これらの情報が

開示されることとなれば，事務の適正な遂行に支障を及ぼす旨の上記

アの諮問庁の説明は，首肯できる。 

したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きに該当すると

認められる。 

（４）特定法務局と要請対象者とのやり取りの内容に関する情報が含まれて

いる部分について 

 ア 諮問庁の説明の要旨 

本件不開示部分のうち，文書１００に記録された保有個人情報に係

る不開示部分には，特定法務局と要請対象者とのやり取りの内容に

関する情報が記載されており，当該情報は，上記第３の４（４）の

とおり，法１４条７号柱書きに該当する。 

   イ 検討 

上記アの文書には，本件人権侵犯事件に関し，特定法務局と要請対

象者との間で，任意の協力や応諾を得るためにやり取りした内容が

記録されていると認められる。 

強制的な手段を持たない人権侵犯の救済措置は，要請対象者の任意
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の協力や応諾を得ながら行われるものであり，特定法務局と要請対

象者との間で行われた，人権侵害行為の違法性等に関して説明をす

るなどのやり取りに係る情報が他の関係者に明らかにされると，要

請対象者が，人権侵害の当事者からその意思決定過程に対する批判

や反発を受けることを恐れるなどして，特定法務局に任意に協力す

ることや措置に応じることを拒否するようになるなど，人権擁護行

政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることは否定できな

い。 

したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きに該当すると

認められる。 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

 ４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条７

号柱書きに該当するとして不開示とした決定については，別紙２に掲げる

部分を除く部分は，同号柱書きに該当すると認められるので，不開示とし

たことは妥当であるが，別紙２に掲げる部分は，同号柱書きに該当せず，

開示すべきであると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙１ 本件対象保有個人情報が記録された文書 

 

特定年月日を開始日とする，開示請求者に係る人権侵犯事件記録一式 

（本件人権侵犯事件記録。具体的には下記の文書１ないし文書１０５であ

り，その不開示部分は下記のとおり。） 

 

文書番号 通し番号 文書名 不開示部分 不 開 示 理

由 

文書１ １ 人権侵犯事件記録表

紙 

  

文書２ ２，３ 決裁用紙 「決裁」欄下部の

手書き記載部分の

一部 

「起案日」欄の記

載内容部分の全部 

「決裁・供覧」欄

の手書き記載部分

の全部 

（１） 

文書３ ４～８ 文書（案） 全部 （１） 

文書４ ９～１３ 特別事件開始及び調

査結果報告書 

「処理方針」欄の

記載内容部分の全

部 

「理由」欄の記載

内容部分の全部 

「参考事項」欄の

記載内容部分の全

部（ただし，通し

番号１０の当該部

分） 

（１） 

文書５ １４ 人権相談票   

文書６ １５～ 

１７ 

本人確認情報   

文書７ １８～ 

３９ 

対象情報   

文書８ ４０ メール文書 「宛先」欄の記載

内容部分の全部 

「ＣＣ」欄の記載

（３） 
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内容部分の一部 

メール本文の一部 

文書９ ４１～ 

７９ 

対象情報   

文書１０ ８０ メール文書 「決裁」欄の一部 

件名の一部 

メール本文の一部 

（１） 

電話番号の一部 

メールアドレス 

（３） 

ＵＲＬ （２） 

文書１１ ８１ 電話聴取書   

文書１２ ８２， 

８３ 

文書（案） 「決裁」欄の隣の

手書き記載部分及

び本文の全部 

（１） 

文書１３ ８４， 

８５ 

文書   

文書１４ ８６ 資料   

文書１５ ８７～ 

８９ 

資料 全部 （１） 

文書１６ ９０， 

９１ 

決裁用紙 

 

「決裁」欄下部の

手書き記載部分の

一部 

「起案日」欄の記

載内容部分の全部 

「決裁・供覧」欄

の手書き記載部分

の全部 

（１） 

文書１７ ９２ 文書（案） 全部 （１） 

文書１８ ９３ 特別事件処理報告書   

文書１９ ９４～ 

９６ 

文書（案） 本文の全部 （１） 

文書２０ ９７～ 

９９ 

人権侵害情報認知の

報告書 

「１１ その他の

参考事項」欄の記

載内容部分の全部 

「 １ ２  処 理 意

見」欄の記載内容

部分の全部 

（１） 
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文書２１ １００～ 

１０７ 

対象情報   

文書２２ １０８～ 

１１２ 

文書（案） 全部 （１） 

文書２３ １１３～ 

１１５ 

本人確認情報   

文書２４ １１６ 人権相談票   

文書２５ １１７～ 

１１９ 

メール文書   

文書２６ １２０～ 

１３７ 

資料 担当官意見の全部 （１） 

文書２７ １３８～ 

１４０ 

文書（案） 本文の全部 （１） 

文書２８ １４１～ 

１４３ 

人権侵害情報認知の

報告書 

「１１ その他の

参考事項」欄の記

載内容部分の全部 

「 １ ２  処 理 意

見」欄の記載内容

部分の全部 

（１） 

文書２９ １４４～ 

１４６ 

対象情報   

文書３０ １４７～ 

１４９ 

本人確認情報   

文書３１ １５０ 人権相談票   

文書３２ １５１ メール文書   

文書３３ １５２， 

１５３ 

資料 担当官意見の全部 （１） 

文書３４ １５４～ 

１５６ 

文書（案） 本文の全部 （１） 

文書３５ １５７～ 

１５９ 

人権侵害情報認知の

報告書 

「１１ その他の

参考事項」欄の記

載内容部分の全部 

「 １ ２  処 理 意

見」欄の記載内容

部分の全部 

（１） 

文書３６ １６０～ 

１６２ 

本人確認情報   



 
 

 13 

文書３７ １６３ 人権相談票   

文書３８ １６４ 対象情報   

文書３９ １６５ メール文書   

文書４０ １６６～ 

１６８ 

資料 担当官意見の全部 （１） 

文書４１ １６９～

１７１ 

文書（案） 本文の全部 （１） 

文書４２ １７２～ 

１７４ 

人権侵害情報認知の

報告書 

「１１ その他の

参考事項」欄の記

載内容部分の全部 

「 １ ２  処 理 意

見」欄の記載内容

部分の全部 

（１） 

文書４３ １７５ 対象情報   

文書４４ １７６～

１７８ 

本人確認情報   

文書４５ １７９ メール文書   

文書４６ １８０ 人権相談票   

文書４７ １８１～ 

１８４ 

資料 担当官意見の全部 （１） 

文書４８ １８５～ 

１８７ 

文書（案） 本文の全部 （１） 

文書４９ １８８～ 

１９０ 

人権侵害情報認知の

報告書 

「１１ その他の

参考事項」欄の記

載内容部分の全部 

「 １ ２  処 理 意

見」欄の記載内容

部分の全部 

（１） 

文書５０ １９１， 

１９２ 

対象情報   

文書５１ １９３～ 

１９５ 

本人確認情報   

文書５２ １９６ 人権相談票   

文書５３ １９７ メール文書   

文書５４ １９８， 

１９９ 

資料 担当官意見の全部 （１） 

文書５５ ２００～ 文書（案） 本文の全部 （１） 
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２０２ 

文書５６ ２０３～ 

２０５ 

人権侵害情報認知の

報告書 

「１１ その他の

参考事項」欄の記

載内容部分の全部 

「 １ ２  処 理 意

見」欄の記載内容

部分の全部 

（１） 

文書５７ ２０６ 対象情報   

文書５８ ２０７～ 

２０９ 

本人確認情報   

文書５９ ２１０ 人権相談票   

文書６０ ２１１ メール文書   

文書６１ ２１２～ 

２１５ 

資料 担当官意見の全部 （１） 

文書６２ ２１６～ 

２１８ 

文書（案） 本文の全部 （１） 

文書６３ ２１９～ 

２２１ 

人権侵害情報認知の

報告書 

「１１ その他の

参考事項」欄の記

載内容部分の全部 

「 １ ２  処 理 意

見」欄の記載内容

部分の全部 

（１） 

文書６４ ２２２， 

２２３ 

対象情報   

文書６５ ２２４～ 

２２６ 

本人確認情報   

文書６６ ２２７ 人権相談票   

文書６７ ２２８ メール文書   

文書６８ ２２９～ 

２３２ 

資料 担当官意見の全部 （１） 

文書６９ ２３３～ 

２３５ 

文書（案） 本文の全部 （１） 

文書７０ ２３６～ 

２３８ 

人権侵害情報認知の

報告書 

「１１ その他の

参考事項」欄の記

載内容部分の全部 

「 １ ２  処 理 意

見」欄の記載内容

（１） 
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部分の全部 

文書７１ ２３９ 対象情報   

文書７２ ２４０～ 

２４２ 

本人確認情報   

文書７３ ２４３ 人権相談票   

文書７４ ２４４ メール文書   

文書７５ ２４５～ 

２４８ 

資料 担当官意見の全部 （１） 

文書７６ ２４９ メール文書 「件名」欄の記載

内容部分の全部 

メール本文の一部 

（１） 

ＵＲＬ （２） 

文書７７ ２５０ 人権相談票   

文書７８ ２５１ インターネット人権

相談メール文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書７９ ２５２ インターネット人権

相談メール回答文書 

ＵＲＬ （２） 

文書８０ ２５３ 人権相談票   

文書８１ ２５４ インターネット人権

相談メール文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書８２ ２５５ インターネット人権

相談メール回答文書 

ＵＲＬ （２） 

文書８３ ２５６ 人権相談票   

文書８４ ２５７ インターネット人権

相談メール文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書８５ ２５８ インターネット人権

相談メール回答文書 

ＵＲＬ （２） 

文書８６ ２５９ 人権相談票   

文書８７ ２６０ インターネット人権

相談メール文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書８８ ２６１ インターネット人権

相談メール文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書８９ ２６２ インターネット人権

相談メール回答文書 

ＵＲＬ （２） 

文書９０ ２６３ インターネット人権

相談メール回答文書 

ＵＲＬ （２） 

文書９１ ２６４ 人権相談票   
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文書９２ ２６５ インターネット人権

相談メール文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書９３ ２６６ インターネット人権

相談メール文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書９４ ２６７， 

２６８ 

インターネット人権

相談メール回答文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書９５ ２６９ 人権相談票   

文書９６ ２７０ インターネット人権

相談メール文書 

メールアドレス （３） 

文書９７ ２７１， 

２７２ 

インターネット人権

相談メール回答文書 

ＵＲＬ （２） 

メールアドレス （３） 

文書９８ ２７３， 

２７４ 

文書 本文の一部 

本文下部の手書き

記載部分 

（１） 

文書９９ ２７５ メール文書 「宛先」欄の記載

内容部分の全部 

「ＣＣ」欄の記載

内容部分の一部 

メール本文の一部 

（３） 

文書１００ ２７６， 

２７７ 

メール文書 「差出人」欄の記

載内容部分の全部

「ＣＣ」欄の記載

内容部分の全部 

（３） 

「件名」欄の記載

内容部分の全部 

（４） 

メール本文の一部 （３）， 

（４） 

文書１０１ ２７８ 立件・処理等に関す

る稟議書 

「課処理意見」欄

の記載内容部分の

全部 

（１） 

文書１０２ ２７９ メール文書 「件名」欄の記載

内容部分の全部 

メール本文の一部 

（１） 

ＵＲＬ （２） 

文書１０３ ２８０ メール文書 「件名」欄の記載

内容部分の全部 

（１） 
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メール本文の一部 

電話番号の一部 

メールアドレス 

（３） 

ＵＲＬ （２） 

文書１０４ ２８１～ 

７７７ 

資料   

文書１０５ ７７８ 人権相談票   
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別紙２ 開示すべき部分 

 

 文書１５の通し番号８８及び通し番号８９の不開示部分 

 

 

 

 

 


